












































































































































































































































南 九 州 地 域 科 学 研 究 所　所 報　第 34 号（2018）
産師名・年齢・略歴、５患者又はその家族からの医療に関
する相談に応ずるための措置、医療の安全を確保するため
の措置、個人情報の適正な取扱いを確保するための措置そ
の他の当該助産所の管理又は運営に関する事項、６第十九
条に規定する嘱託する医師の氏名又は病院若しくは診療所
の名称・当該助産所の業務に係る連携に関する事項、７助
産録に係る情報の提供その他の当該助産所における医療に
関する情報。
３助産所とも助産所のホームページを開設しており、上
記の医療法で許された範囲の内容を画像付きで開示してい
る。また、３助産所ともに広報としての効果を述べていた
のが、当該助産所利用者の口コミ情報であった。これは、
助産所でのケアの質の高さが、草の根的ではあるが広報効
果となって表れたものだと考える。また、２助産所につい
てはタウンページ（電話帳）広告と当該助産所のサービス
内容等に関するチラシの配布を行っていた。さらに、１助
産所については、電柱広告も実施していた。
表２　助産所の広告方法　　　　　　　N=3
広告方法 実施施設数
ホームページ 3
タウンページ（電話帳）広告 2
チラシの配布 2
電柱広告 1
Ⅴ．結語
国は「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」で、妊娠
期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合
的相談支援を提供するワンストップ拠点「子育て世代包括
支援センター」の整備を図るとともに、保健師などの専門
職等が全ての妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に応
じて支援プランを作成することにより、妊産婦等に対し切
れ目のない支援の実施を図るとし、地域の実情等を踏まえ
ながら概ね2020年度末までに子育て世代包括支援センター
の全国展開を目指している。
その中で産後ケア事業は、任意事業という位置づけであ
る。助産所の業務内容の所でも述べたが、産後ケアは母親
が心身のケアや育児のサポート等を受け、自宅でも安心し
て子育てができるための支援を受けられる事業である。助
産所での産後ケアは、宿泊や日中サポートといった生活の
流れの中でのケアであり、専門家によるサポートを受けな
がら、母親が自分なりの育児のリズムを整えていく過程が
ある。そして母親としての自信をつけていく。
さらに助産所は、助産所を利用した妊産褥婦にとって自
宅に帰ってからも子育てなどで困ったときの助言を受けら
れる場所となる。このような関わりや関係性の継続は、竹
原14）が述べているように助産所の公衆衛生的な存在意義で
あると考える。
このような助産所の助産師活動が今後も維持され、地域
の中で必要とされるような存在であり続けるためには、地
域の助産師同士の連携や協力が欠かせない。本研究を踏ま
えて今後の研究の方向性としては、地域助産師活動のネッ
トワークや行政が実施する妊産婦等に対しての切れ目のな
い支援への積極的な参画について模索する研究を継続して
いく。
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注
１　オープンシステム：開業助産師が嘱託医や連携医療機関の
医師との連携のもと、分娩時に病院を利用して分娩介助を
行うシステムのこと。
２　ケア：助産師が、その技である手技や言葉を用いて、利用
者の心身の安全・快適さを保つために行う行為。
３　ウィメンズ・ヘルスケア活動：リプロダクティブヘルス／
ライツの視点から見た女性のライフステージに対応した健
康支援活動である。具体的には、思春期におけるケア、中
表１　助産所での業務内容と実施施設数　N=3
業務内容 実施施設数
妊婦健康診査 3
分娩介助 3＊
産後入院ケア 3
母乳・育児相談 3
産後ケア事業（宿泊型） 3
産後ケア事業
（デイサービス型）
3
産後ケア事業
（アウトリーチ型）
1
妊産婦訪問指導
（市町村からの委託事業）
2
新生児訪問指導
（市町村からの委託事業）
2
その他の市町村事業 2
子育て教室・サロン 2
性教育 1
＊１助産所についてはオープンシステムでの分娩
－43－
助産所の地域での役割と助産師業務について
高年におけるケア、リプロダクティブヘルスにおける活動
が含まれる〔家族計画、不妊の悩みをもつ女性へのケア、
性感染症、月経障害、ドメスティック・バイオレンス（Ｄ
Ｖ）等〕。
４　産科医療保障制度：出産時に関連して発生した重症脳性麻
痺児とその家族への経済的な負担の軽減を目的に、2009年
の１月から導入された無過失補償制度である。「出産時の
医療事故は，過失の有無の判断が困難な場合が多く，裁判
で争われる傾向があり、このような紛争が多いことが産科
医師不足の理由の１つとされ、また産科医師不足の改善や
産科医療提供体制の確保が、わが国の医療における優位度
の高い重要な課題とされた」。ただし、この制度の保証の
対象については見直しがなされ、2015年１月１日以前と以
降では、出生体重と在胎週数の基準が異なっている（公益
社団法人日本医療機能評価機構）。
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